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研究成果の概要（和文）：本研究は、既存のプラットフォームでのフォロワー企業が、新たなプラットフォーム
に適応する際、従来のプラットフォームで形成された能力が適応にどのように影響するかを探求した。解明のた
め、666のスマートフォンユーザーの製品満足度等のデータを統計分析した。結果、旧プラットフォームと新プ
ラットフォームの双方に資源を割いた端末メーカーは、他のタイプのメーカーと比較し、製品成果が低いという
傾向がみられた。

研究成果の概要（英文）：This research focused on platform follower companies such as mobile phone 
manufacturers at the turning point of platform. In particular, we investigated the relationship 
between the accumulated organizational capability and firm’s performance. We statistically analyzed
 data 666 smartphone users. As a result, mobile phone manufacturers who allocated resources to both 
the old platform and the new platform tended to have lower performance than other types of 
manufacturers.

研究分野：経営戦略論
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１．研究開始当初の背景 
現在、顧客から継続的に受け入れられる革
新的な製品を、個別企業が単独で生み出すこ
とは困難になっている。プラットフォームを
提供するリーダー企業とプラットフォーム
上で補完製品を開発する補完企業（フォロワ
ー企業）とって、プラットフォームはイノベ
ーションの創出に重要な要因となっている。 
 従来、プラットフォーム研究における理論
的焦点はプラットフォーム・リーダーであり、
リーダー企業が自社のプラットフォームを
発展させるマネジメントや、2 つのプラット
フォームが競合する場合のマネジメントな
どが議論されてきた。 
 こうした従来の理論蓄積の傾向から、未だ
議論が十分でない 2つの論点をあげることが
できる。ひとつは、プラットフォーム・リー
ダーのみではなく、フォロワー企業に焦点を
当てた研究。もうひとつは、現時点のプラッ
トフォームに焦点を当てた議論だけでなく、
プラットフォームの世代間に焦点を当てた
研究である。 
 この 2点に焦点を当てることで、プラット
フォーム研究に新たな知見を加えることが
できると考えられる。以上が背景である。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、プラットフォーム世代間におけ
るフォロワー企業の行動に焦点を当て議論
を行った。特に、既存のプラットフォームで
補完製品・サービスを開発していたフォロワ
ー企業が、新たなプラットフォームに適応す
る補完製品を開発するにあたり、既存のプラ
ットフォームで形成された能力がどのよう
に作用するのかを理論課題とする。 
この理論に取り組むにあたり、本調査では、
携帯電話におけるモバイル・コンテンツ産業
を対象としながら理論構築を行う。同産業を
対象とする理由は、現在、この産業において
新旧のプラットフォームが入れ替わる時期
にあることによる。 
旧来のプラットフォームというのは、1999
年のドコモ i シリーズからはじまるフィーチ
ャーフォンである。これは通信キャリアをプ
ラットフォーム・リーダーとし、フォロワー
企業が多種多様な補完製品（モバイル・アプ
リケーション、コンテンツ）を創出するエコ
システムを形成していた。この旧プラットフ
ォームは、日本では 2000年代後半から 2010
年代にかけて、iOS、Android OSをベースと
するスマートフォンへと移行した。 
そこで本研究では、フィーチャーフォン時代
から端末やコンテンツ・アプリケーションソ
フトウェア等のプラットフォームの補完製
品を開発していた企業が、スマートフォン用
へシフトする際の適応・学習行動がどのよう
なものだったかを探求することを目的とす
る。 
 
３．研究の方法 

本研究では、プラットフォーム・フォロワ
ーの行動とその成果を明らかにするため、主
として 666のスマートフォン・ユーザーのサ
ンプルを統計分析する手法をとった。具体的
には、333 名の iPhone ユーザー、333 名の
Androidユーザーである。このデータは一般
社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラム
の協力を得て取得した。 
特に、プラットフォーム世代間におけるフ
ォロワー企業の行動に関する分析では、2011
年 9月 2日から 9月 6日にかけて，フィーチ
ャーフォン端末を製造し，かつ Android OS
のスマートフォン端末 を製造しているメー
カーのユーザー325 名を対象にインターネッ
ト調査を行った。回答はすべての調査対象か
ら回収した。  
回収したデータにおけるメーカー構成は，
シャープが 121 名，富士通東芝モバイルコミ
ュニケーションズ(現富士通モバイルコミュ
ニケーションズ)が 50 名，ソニーエリクソ
ン・モバイルコミュニケーションズ(現ソニ
ー・モバイルコミュニケーションズ)が 71名，
サムスン電子が 40 名，NEC カシオモバイルコ
ミュニケーションズ(現 NEC モバイルコミュ
ニケーションズ)が 40 名，パナソニック・モ
バイルコミュニケーションズが 3 名である。 
これら各メーカーについて、新旧プラット
フォームの戦略的な重視度合いにより編成
するため，新旧プラットフォームそれぞれの
市場シェアを参照した。その際，各プラット
フォームで上位5位以内のシェアに入る企業
であれば，そのプラットフォームを重視する
ものとみなした。また、成果変数に関しては、
総合満足度，ユーザビリティに関する満足度，
機能性に関する満足度を採用した。総合満足
度については現在の携帯電話にどの程度満
足しているか」という問いについて 5点尺度
のリカート・スケールで質問した。ユーザビ
リティ，機能性については，スマート・モバ
イル研究の領域では，個別満足に関わる質問
項目を設け，「はい」を 1，「いいえ」を 0 と
する名義尺度で質問した後，対応分析を行い、
意味が近い質問項目を同一領域の満足度と
してカテゴライズした。さらに同一カテゴリ
の質問項目は，尺度得点で変数化した。 
４．研究成果 
成果として、統計的実証分析とケーススタ
ディによる事実・仮説探求の成果をあげた。
統計的実証分析の成果は以下である。まず、
本研究は、プラットフォームの変遷期におけ
るプラットフォームのフォロワー企業に焦
点を当て、フォロワー企業による新旧プラッ
トフォームの重点度合いが、新プラットフォ
ーム製品の成果にどのような影響を与える
かを議論した。調査ではフォロワー企業とし
て端末メーカーを扱い、それら企業のユーザ
ー満足度を成果とした。検証では、フィーチ
ャーフォンの主流時期での市場シェア、スマ
ートフォンの普及期での市場シェアで端末
メーカー6 社を 3 分類し、325 標本のユーザ



ー満足度をみた。 
結果として、総合満足度とユーザビリティ
に関しては、新プラットフォームに重点を置
く企業に高い成果がみられた。機能性に関し
ては、新旧のプラットフォームと技術的に連
続性の高い機能については旧プラットフォ
ームの重点企業の成果が高く、比較的、非連
続性的な機能は新プラットフォームの重点
企業が高い成果を示した。 
 さらに統計分析として、スマートフォン製
品のユーザー利用満足度に対し、完成品メー
カーを源泉とする要因と、エコシステムの補
完企業を源泉とする要因のどちらが正の影
響をもたらすかを検証した。 
 この問題に対して、ユーザーが自身の製品
に対して感じる総合満足度を従属変数、ユー
ザーが個別の要因について感じる満足度を
独立変数として数量化 1 類の分析を行った。
分析結果で明らかになったことは次の三点
である。第一に、機能性に対する個別満足は、
総合満足度に影響を与えなかった点。第二に
ユーザビリティが総合満足度に強く影響し
ていた点。第三に、エコシステムのサードパ
ーティ企業によるアプリケーションの多様
さが、総合満足度に影響していた点である。 
 また、ケーススタディでは、NTT ドコモ社
で i-mode の立ち上げを行った榎木啓一氏と
共著論文を作成し、プラットフォームの黎明
期からその創出について事実を探求し、仮説
を探索する研究を実施した。主たる論点は 
(1) iモード開発当時の携帯電話産業の背景，
(2) プロジェクト・メンバーのリクルーティ
ング，(3) i モードのポテンシャルと実現可
能性，(4) i モード開発の詳細についてであ
る。 
 i モードの開発当時を事後的に振り返ると，
i モードが社会的・経済産業的に時流に適合
していた要因が大きかった。たとえば，市場
でいえば 1999 年から 2000 年代にかけインタ
ーネット・コンテンツ市場の勃興期であり，
技術的にはパケット網や組み込み型ブラウ
ザが商業的に実現可能な時期だったという
背景である。 
 また，NTT ドコモ組織内でも，当時は携帯
電話産業が右肩上がりの時期であり，NTT ド
コモ全体に課された業務量が組織で処理し
うるキャパシティを優に超えていた。そのた
め，i モード・プロジェクトには組織内の干
渉が少なかったことも i-mode の立ち上げに
プラスに働いたことが明らかになった。 
 さらにケーススタディとして、ガンホーエ
ンターテイメントによるパズル&ドラゴンズ
の事業的成功に関して、事例分析を踏まえつ
つ、理論的に考察した。考察の結果、デジタ
ル産業において付加価値は、次の 3つの条件
が揃ってはじめて創出されることが明らか
になった。その条件とは、(1)顧客の主観的
価値を満たし、満足度を高めるように製品が
つくり込まれていること、(2) つくり込みで
生まれた主観的価値が、適切な事業モデルで

収益化されていること、(3)自社製品の性能
ポテンシャルを発揮できるプラットフォー
ムが選択されていることである。以上がケー
ススタディ分析による成果である。 
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